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研究成果の概要（和文）：　平成23年民事訴訟法改正によって、国際裁判管轄に関する規定が新たに条文化された。そ
の中で民事訴訟法3条の9は「特別の事情」に基づいて日本の国際裁判管轄を否定する場合を定めるものである。本研究
は、どのような場合に、「特別の事情」があると解されるのか、また、この条文はどのようにして運営されるべきかに
ついて、比較法的観点から問題を検討するものである。

研究成果の概要（英文）：The provisions on international jurisdiction were newly introduced in accordance 
with the enactment of the Amendment Act for Civil Procedure 2011 in Japan. Article 3-9 therein sets forth 
that international jurisdiction will be denied if there are special circumstances, even if all the 
requirements for Japanese international jurisdiction are satisfied. This study aims to examine the 
meaning of "special circumstances" which function as the element for denial of Japanese jurisdiction in 
the light of comparative law.

研究分野：民事手続法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
（１）平成 23年改正以前の法状況 
 国際裁判管轄に関する規定が平成 23 年の
民事訴訟法の改正（平成 23年法律第 36号）
によって設けられた。まず、法改正以前の国
際裁判管轄に関する議論を述べる。 
 それまでは、わが国の学説では、国際裁判
管轄に関する規定はないとの理解を前提に
議論が行われてきた。まず、逆推知説は、民
事訴訟法が定める国内土地管轄規定から国
際裁判管轄を逆に推知するという見解であ
る。この見解は、ドイツなどで主流の二重機
能説と類似の立場である。つぎに、管轄配分
説は、渉外民事事件における国際的な裁判管
轄の配分という見地から、国内土地管轄規定
を参照しつつも修正を認める見解である。こ
れら両者は、国内土地管轄規定をベースに国
際裁判管轄を判断する点で共通性があるも
のの、国際裁判管轄原因そのものとして修正
を予定しているか否かという点で異なると
の評価が可能である。他方、製造物責任や保
険事件、消費者事件などについては、国内土
地管轄原因がないもののの、解釈上、国際裁
判管轄原因として認め、国際裁判管轄独自の
新たな類型を設けようとする新類型説も、主
張されるにいたった。さらに、国内土地管轄
規定は、国際裁判管轄規定としても用いられ
ることが当初より予定されていたとする見
解も、主張されるにいたった。 
 判例は、日本には国際裁判管轄に関する規
定がないことを前提に、国際裁判管轄に関す
る判断を行ってきた（マレーシア航空事件最
高裁判決。最判昭和 56年 10月 16日民集 35
巻 7号1224頁）。しかし、この最高裁判決は、
条理によって国際裁判管轄を決定すると述
べつつも、その条理とは国内土地管轄規定を
指すとし、結果として逆推知説と異ならない
基準を採用した。この点、学説からは、国内
土地管轄原因を国際裁判管轄にストレート
に用いると、事件の渉外性を考慮に入れるこ
とができなくなるなどとの批判が寄せられ
ることとなった。その後、下級審裁判例は、
いわゆる「特段の事情論」を展開することに
なる。すなわち、国内土地管轄規定が定める
管轄原因が日本に存するか否かをまず判断
し、これが肯定される場合には、日本で渉外
民事事件をおこなうことが、当事者間の公平、
裁判の適正・迅速を期する理念に反すること
となる「特段の事情」が存するか否かを検討
し、この「特段の事情」が認められる場合に
は、日本の国際裁判管轄を否定するという判
断手法が用いられた。この立場は、やがて最
高裁も認めることとなった（ファミリー事件。
最判平成9年11月11日民集51巻10号4055
頁）。この立場は、基準としての明確性（土
地管轄を基準として用いる点）と具体的妥当
性（特段の事情）を志向した解決方法と評価
することができる。 
 
（２）平成 23年民事訴訟法改正 

 平成 23 年民事訴訟法改正により、国際裁
判管轄に関する規定が民事訴訟法典中に規
定されることとなった。それまで判例によっ
て展開された特段の事情は、改正法 3条の 9
に規定された。 
 同条では、日本の裁判所が管轄権を有する
場合であっても、日本の裁判所で渉外民事事
件を審理することが、①当事者間の衡平を害
し、または、②適正・迅速な審理を妨げる場
合には、訴えを却下することができるとして
おり、その際の考慮要素として、（a）事案の
性質、（b）応訴による被告の負担の程度、（c）
証拠の所在地、および（d）その他の事情、
を挙げている。また、同条は、日本の裁判所
に専属的な国際裁判管轄の合意がなされて
いる場合には適用されないと規定されてい
る。 
 
 
２． 研究の目的 
（１）民訴法 3条の 9の解釈論的検討 
 このように、判例によって認められた、い
わゆる「特段の事情論」が平成 23 年民事訴
訟法改正によって、3条の 9で立法化された
わけであるが、同条は一般条項として定めら
れているため、その位置づけや解釈について
は、議論の余地がある。本研究は、この民事
訴訟法 3条の 9の解釈論的問題を検討するも
のである。 
 
（２）総論的課題 
 総論的問題として、まず、国際裁判管轄体
系の中で、3条の 9をどのように評価するの
かという問題がある。法改正以前に展開され
たいわゆる「特段の事情論」では、国際裁判
管轄規定の判断基準として、国内事件の管轄
基準である国内土地管轄規定を用いること
を前提に、その調整役を果たすことが期待さ
れていた。これに対して、現在は、国際裁判
管轄が明文で定められたことから、状況が異
なると考えられる。また、国際裁判管轄にお
ける一般条項の設定は、とくに国際取引にお
いて不確定要素を持ち込むことになり、当事
者の予測可能性という点で問題がある。EU
における国際裁判管轄規定を定める、ブリュ
ッセル（Ⅰ）規則の解釈について、ヨーロッ
パ司法裁判所は、このような一般条項を解釈
で導入することはできないと判断した。また、
ドイツでも、国際裁判管轄の決定に際して、
日本の特段の事情論のような一般条項を用
いる見解は支持されていない。 
 総論的課題の第二の点は、第一の点とも関
係するが、国際裁判管轄の有無を判断するに
際して一般条項である 3条の 9が明文で規定
されることが、仲裁などの ADR による紛争
解決との関係で、当事者にどのような影響を
もたらすのか、という点である。 
 総論的課題の第三の点は、立法化されるま
での学説および判例で、「いわゆる特段の事
情」の要素としてのような点が考慮されてい



たのか、そして、それらの要素が改正法との
関係でどのように異なるのか検討する必要
がある。 
 
（３）各論的課題 
 各論的には多くの課題が考えられるが、二
点に重点を絞った。その第一は、国際裁判管
轄の合意との関係である。国際裁判管轄の合
意に関しては、最高裁判例があり（チサダネ
号事件。最判昭和 50 年 11 月 28 日民集 29
巻 10号 1554頁）、平成 23年改正によっても
3条の 7で、この最高裁判決に沿う形で規定
が設けられた。もっとも、3条の 7と 3条の
9 との関係は、必ずしも明確ではないように
思われる。たとえば、3 条の７において、国
際裁判管轄の合意の有効要件として公序要
件（公序に反しないこと）が、明文の規定に
はないものの、解釈上要求されている。この
公序という一般条項と 3条の 9はどのような
関係に立つのか、検討が必要である。 
 各論的課題の第二は、国際的訴訟競合との
関係である。現在、国際的訴訟競合が生じた
場合の処理としては、いくつかの見解が主張
されている。大別すると、外国判決承認制度
との関係を重視して、外国で係属した先行訴
訟が将来、日本で承認される見込みがある場
合には、後行の日本訴訟を却下、あるいは中
止するというものである（承認予測説）。ド
イツでは、この立場が通説・判例を占める。
他方、この問題を、当該事件をどの国で扱う
のが適切なのかという観点から決すべきで
あるとして、国際裁判管轄の問題として処理
する見解もある（プロパー・フォーラム説）。
これは、主に、コモンロー諸国で採用されて
いる立場である。日本の裁判例は、外国での
訴訟係属は、日本の国際裁判管轄を否定する
特段の事情の要素として捉えられており、プ
ロパー・フォーラム説に近いと評価すること
ができる。そこで、国際的訴訟競合が 3条の
9 においてどのような解決方法が与えられて
いるのか、その検討を行うことが第二の各論
的課題である。 
 
 
３． 研究の方法 
 研究方法としては、この問題に関する日本
の学説および判例の議論と、外国での議論
（アメリカを中心とするコモンロー諸国、ド
イツ法、およびブリュッセル（Ⅰ）規則が中
心となる）を比較検討する方法を用いた。 
 
（１）日本の学説 
 既述のように、いわゆる「特段の事情論」
は、下級審裁判例を中心に発展してきた議論
である。そのため、その背景事情となる、学
説における国際裁判管轄に関する議論につ
き歴史的経緯を踏まえて確認し、また、下級
審裁判例によるいわゆる「特段の事情論」の
形成・発展過程に、学説がどのような寄与を
してきたのか検討する。 

 
（２）日本の判例 
他方、下級審裁判例においては、この法理
に関する判断の蓄積がある。そこで、日本の
国際裁判管轄を否定する「特段の事情」とし
て、どのような考慮要素を用いてきたのか、
その要素の抽出を行うこと、具体的事案でど
のような結果をもたらしたのか、あるいは、
複数の考慮要素の比重はどのようなもので
あったのか、などを検討する。 

 
（３）比較法的検討 
 いわゆる「特段の事情論」に相当する制度
として、コモンローおける、フォーラム・ノ
ン・コンヴェニエンスの法理がある。この法
理との比較検討は、わが国の民事訴訟法 3条
の 9の解釈に有益な示唆をもたらすと考えら
れる。 
 他方、ドイツ法では、このフォーラム・ノ
ン・コンヴェニエンスの法理の適用を否定す
るのが通説・判例の立場であり、また、ブリ
ュッセル（Ⅰ）規則の解釈との関係でも、ヨ
ーロッパ司法裁判所は、適用を認めていない。
この否定的態度も、国際裁判管轄の予測可能
性を尊重するという観点からは、示唆的なも
のを含むと考えられる。そこで、ドイツにお
ける議論を通じて、3条の 9の抑制的解釈の
是非を検討することが有益と考えられる。 
 
（４）具体的方法（人的交流も含む） 
 これらを検討する方法として、文献を通じ
た資料収集が考えられる。しかし、それだけ
にとどまらず、外国や日本で開催された国際
シンポジウムなどで、外国人研究者との交
流・インタヴューを通じて、この問題に関す
る外国人研究者の意見も直接聞くことで検
討を深めることができると考えた。具体的に
は、ドイツ連邦共和国レーゲンスブルク大学
ゴットヴァルト教授およびロート教授、同パ
ッサウ大学ハウ教授、同フライブルク大学ア
ルトハマー教授などと意見交換をした。 
 
 
４． 研究成果 
 現在、全体的な研究成果をまとめている段
階である。しかし、断片的にではあるが（ま
た、間接的に関連する問題についても）、次
項５．に記載した研究成果を公にすることが
できた。 
 以下では、次項５．で記載した成果につい
て、簡潔にその内容を報告する（以下、①か
ら⑧までは雑誌などの論文、⑨は口頭報告で
ある）。 
 ①は、外国の裁判所が自国の国際裁判管轄
を否定した判決を下した場合に、日本はその
判決を承認すべきであろうか、という問題に
ついて論じたものである。我が国では、従来、
承認適格を有する判決は本案判決に限ると
いう見解が支配的であったが、私は、外国判
決の効果論について効力拡張説を前提にす



るならば、むしろ訴え却下判決であっても承
認適格を有すると解すべきであると主張し
た。 
②は、①論文との関係で生じた疑問につい
て検討したものである。従来、わが国の通説
的立場は、外国判決の効力について、既判力
は判決国法により、他方、執行力については
承認国法（執行国法）により定まると解され
てきた。しかし、同じ判決であるにもかかわ
らずこのように効力を分断する必要がある
のか、疑問があるし、また、包括的執行制度
である破産手続について属地主義から普遍
主義へと国際的に変化しつつあることを鑑
みて、執行力についても効力拡張説を支持す
べきであると説いた。 
③ドイツでは、基本的に併合請求の国際裁
判管轄を認めていない。これは、管轄の利益
を重視した結果と考えられるが、ドイツの有
力説（たとえば、ゴットヴァルト説）は、こ
の立場を批判している。本論文は、ゴットヴ
ァルト教授古稀記念論文集で、わが国におけ
る併合請求の国際裁判管轄立法制定の経緯
などを紹介し、ドイツ法との比較検討を試み
た（ドイツ語による執筆）。 
④日本の国際的訴訟競合の学説および判
例の議論について、ドイツの雑誌に紹介・検
討を行ったものである（ドイツ語による執
筆）。 
⑤専属的国際裁判管轄の合意がなされた
にもかかわらず、当事者の一方が、別の国に
訴えを提起した場合（前訴）、相手方当事者
が合意された国に訴えを提起したときに、一
般原則である前訴優先ルールが適用される
のか、というブリュッセル（Ⅰ）規則の解釈
に関するヨーロッパ司法裁判所判決の検討
を通じて、日本における同種の問題を検討し
た。 
⑥訴訟と並ぶ紛争解決手続きであるADR制
度について、各国の制度紹介を行う書物の中
で日本の ADR 制度を紹介した（英語による執
筆）。 
⑦訴えの客観的併合の国際裁判管轄につ
いてのヨーロッパ裁判所判決の紹介と、日本
法との対比を行ったものである。 
⑧国際的訴訟競合について、ブリュッセル
（Ⅰ）規則は前訴優先ルールを採用しており、
したがって、後訴は却下されることになる。
しかし、前訴係属国の訴訟進行があまりにも
遅い場合には、後訴を遮断しないとの判決が、
ヨーロッパ司法裁判所によって下された。そ
の判決と日本の学説・判例との比較検討を行
った。 
⑨パッサウ大学法学部ハウ教授の授業（国
際私法ゼミナール）において、日本の国際的
訴訟競合に関する議論の紹介と検討、そして、
受講者であるドイツ人学生、ハウ研究室の助
手との議論を行った（ドイツ語による口頭報
告）。 
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